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 東日本大震災（2011.3.11）5 年目に入った 2015 年 3 月中旬、第三回国連防災世界会議が仙
台で開催された。国連に加盟する 187 ヶ国が出席し、シンポジウム等関連イベントには延べ 15
万人以上が参加するなど、日本で開催された国際会議としては過去最大規模のものであった。
成果文書として、今後 15 年間の防災に関する国際的指針となる｢仙台防災枠組 2015－2030｣
が採択された。首脳･閣僚級の報告の他、数百件にのぼるパブリックフォーラム（一般公開関連
事業）などで実に多くの議論が重ねられ、昨今の諸課題を踏まえた新防災方針が策定された。
そこでは特に、開発における防災の｢主流化｣（mainstreaming of disaster risk reduction）、｢ビ


















－ 4 － 
の弾性エネルギーを示して｢線素材の復元力｣1 などとして、使われている。 























                                                          
1 例えば、｢歯列矯正用弧線チタン･ニッケル合金線｣の｢3 点曲げ 0.1-12.0N｣などのように。 
2 そうした領域での具体的事例として以下が著名である。1984 年 11 月 16 日（金）昼前、東京都世田谷
区太子堂の電電公社･世田谷電報電話局近くの専用トンネルで、増設工事中の電話ケーブルより出火。17





3 コンピュータ西暦 2000 年問題（Y2K = Year 2000 Problem）。コンピュータは年号を 2 桁で管理してい
ることから、西暦 2000 年を 1900 年と誤認し、これによるコンピュータシステム麻痺で社会的混乱が発生
するとされた。停電などのライフライン麻痺、各種官制麻痺による交通機関の混乱、ミサイル誤発射、金
融関連の機能停止などが危惧された。 
































                                                          
4 レジリエンス概念を中核に据えた災害社会学のテキスト･シリーズが発刊された。大矢根他 2007 などを
含む弘文堂の『シリーズ災害と社会（全 8 巻）』。 




























                                                          
5 ｢強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法｣（平成二十五年
十二月十一日法律第九十五号）。 
6 笹子トンネル天井板落下事故。2012 年 12 月、中央自動車道･笹子トンネルで天井板のコンクリート板














大きく改正されたが、その改正災対法第 42 条に地区防災計画制度が盛り込まれた。 
 
東日本大震災では公助の限界が明らかになり、コミュニティにおける共助による防災活動の重要性が認












































元関係者が、その後、町長に選出される碇川豊11 である。また、そもそも 3.11 以前から津波防
災についてことのほか強い関心を抱き、地元の公民館を核にそこに皆が集い企画を練って防災
訓練の実績の厚かった安渡 2 丁目町内会12 では、この度の被災をどのように教訓として活かし
                                                          
10 大槌町では、海沿いの 6.4m 高の防潮堤に守られて形成された埋立地に宅地が建ち並んでいた。そこに
東日本大震災の 13.6m の津波が襲った。町内を流れる二つの河川、大槌川を約 3km、小鎚川を約 2km、
津波は遡上した。死者･行方不明者 1,284 名を数えた。この中には、町職員 40 名（全 136 名中）、消防団
員等 30 名が含まれる。被災が大きかった地区は、町方、安渡、赤浜、吉里吉里の 4 地区で、本稿で触れる
安渡地区は、約 2 千の人口のうち 11.2%にあたる 218 名（うち高齢者 60%）が犠牲になっていて、消防団
員は安渡（第二分団）の 28 名中 11 名が亡くなっている（大矢根, 2015b）。 
11 前町長が大震災の津波で亡くなり町長不在期間が始まる。碇川氏は震災前に次期町長選に出馬するべく






表 1 安渡町内会の津波防災計画づくりの経緯 
年月日   ○体制構築    ◇調査      △成果 
2011.10            ◇避難行動等についてのヒヤリング 
2012.04  ○安渡町内会誕生（1～3 丁目の合併） 
2012.06  ○安渡地区防災計画づくり検討会の設置 
2012.09            ◇生存者への避難行動等アンケート 
2013.01            ◇安渡地区死亡状況調査 
2013.04                     △安渡町内会津波防災計画（案）、報告 
2013.08  ○安渡町内会･大槌町懇談会 
2013.10                     △安渡地区津波防災計画、策定 
2014.03  ○安渡町内会･大槌町合同防災訓練／検証会議 
                         △大槌町地域防災計画（資料編に掲載） 
                         △大槌町東日本大震災検証報告書 
2014.09            ◇生きた証プロジェクト 
2015.03  ○安渡町内会･大槌町合同防災訓練／検証会議 
                         △国連防災世界会議･報告 
出所：吉川 2014, p.9 をもとに筆者調整 










































る。本稿で紹介する地区防災計画についても内閣府 HP で多くの事例が紹介されている（http://www.bousai. 
go.jp/kyoiku/chikubousai/）。 









2-2. 計画検証の PDCA：検討会－懇談会－訓練･検証会議 
 オーソライズされた地区防災計画という位置づけを得つつ、さらにはこれを書類上の計画（絵
に描いた餅）に終わらせないようにするため、安渡では実際に、同計画を訓練の場で実演（例























－ 11 － 




























第 1 回会合は 5 月 30 日に開かれた。 
釜石仏教会事務局長で吉祥寺（ 大槌町） 住職の高橋英悟委員長は｢亡くなった人へ思いを寄せることが、
残されたわれわれの生きる力になる事業にしたい｣と話した。 （『河北新報』2014.6.8） 



























































制と調査をめぐって－｣『地区防災計画学会誌（梗概集･第 1 号）』（第 3 回国連防災世界会議












◇Tadahiro Yoshikawa, 2015, Research on Planning Process of Community Disaster 
Management Plan at Tsunami-Hit Area, Journal of Disaster Research ,Vol.10, No. sp, pp. 
736-754． 
